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Ⅲ．「勧告」、「命令」及び「緊急命令」についての考え方  

法第３４条第１項 

主務大臣は、個人情報取扱事業者が第１６条から第１８条まで、第２０条から第２７条

まで又は第３０条第２項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護するため必

要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違

反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

  

法第３４条第２項  

主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくて

その勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫して

いると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきこ

とを命ずることができる。 

  

法第３４条第３項  

主務大臣は、前２項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第１６条、第１７条、

第２０条から第２２条まで又は第２３条第１項の規定に違反した場合において個人の重大

な権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個

人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置を

とるべきことを命ずることができる。  

 

法第５６条  

第３４条第２項又は第３項の規定による命令に違反した者は、６月以下の懲役又は３０

万円以下の罰金に処する。  

 

法第５８条第１項  

法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項におい

て同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関して、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

 

法第５８条第２項  

法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、

その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合

の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。  

 

 

法第３４条に規定される経済産業大臣の「勧告（第１項）」「命令（第２項）」及び「緊

急命令（第３項）」については、個人情報取扱事業者が本ガイドラインに沿って必要な
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措置等を講じたか否かにつき判断して行うものとする。  

すなわち、本ガイドライン中、「しなければならない」と記載されている規定につい

て、それに従わなかった場合は、法第１６条から第１８条まで、第２０条から第２７

条まで又は第３０条第２項の規定違反と判断され得る。違反と判断された際、実際、「勧

告」を行うこととなるのは、個人の権利利益を保護するため必要があると認めるとき

である。一方、本ガイドライン中、「望ましい」と記載されている規定については、そ

れに従わなかった場合でも、法第１６条から第１８条まで、第２０条から第２７条ま

で又は第３０条第２項の規定違反と判断されることはないが、個人情報保護の推進の

観点から個人情報取扱事業者においては、できるだけ取り組むことが望まれる。 

「命令」は、単に「勧告」に従わないことをもって発することはなく、正当な理由

なくその勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が

切迫していると認めるときに限られる。なお、「勧告」に従わなかったか否かを明確に

するため、経済産業大臣は、「勧告」に係る措置を講ずべき期間を設定して「勧告」を

行うこととする。  

「緊急命令」は、個人情報取扱事業者が法第１６条、第１７条、第２０条から第２

２条まで又は第２３条第１項の規定に違反した場合において、個人の重大な権利利益

を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときに、「勧告」を前置

せずに行う。  

なお、「命令」及び「緊急命令」に従わなかったか否かを明確にするため、経済産業

大臣は、「命令」及び「緊急命令」に係る措置を講ずべき期間を設定して「命令」及び

「緊急命令」を行い、当該期間中に措置が講じられない場合は、「罰則（法第５６条、

第５８条）」を適用される。  

 


